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職務発明条例草案（送審稿）日本語仮訳 

２０１５年４月２日付け法制弁公室版 

 

第一章 総則 

 

第一条 職務発明者と事業体の合法的権益を保護し、職務発明者と事業体のイノベーション意欲

を十分に誘発し、事業体の知的財産管理レベルを向上させ、知的財産権の運用実施を推進し、経

済社会の発展を促進し、イノベーション型国家と人材強国を建設するために、本条例を制定する。 

 

第二条 国は、職務発明及びその知的財産権の創造、運用、保護と管理を奨励する。 

  各級人民政府及びその関連行政主管部門は、有効な措置を積極的に採用し、職務発明制度の宣

伝普及を強化し、事業体及び発明者による本条例の履行に対する指導と支援を強化し、職務発明

及びその知的財産権の運用実施を支持し促進しなければならない。 

 

第三条 国務院の知的財産権行政部門、科学技術行政部門と人力資源社会保障行政部門は、職責

分担に基づき、全国における職務発明制度の実施に関する監督管理を担当する。 

県級以上の地方人民政府の知的財産権行政部門、科学技術行政部門、人力資源社会保障行政部

門は、職責分担に基づき、本行政区域内における職務発明制度実施に対する監督管理を担当する。 

本条例にいう知的財産権行政部門には、専利行政部門、農業行政部門及び林業行政部門が含ま

れる。 

 

第四条 本条例にいう発明とは、中華人民共和国内で完成され、専利権、植物新品種権または集

積回路配置図設計の専有権の保護客体にあたる知的創造の成果を指す。 

 

第五条 本条例にいう発明者とは、発明の実質的特徴に対し創造的な貢献をした者を指す。 

 発明を完成させる過程で、組織もしくは管理業務のみを担当した者、物質・技術条件の利用の

面で便宜を提供した者、またはその他の補助業務に従事した者は、発明者ではない。 

 

第六条 国は、企業・事業単位が職務発明の知的財産権管理制度を創設し、専門機関の設立もし

くは専任担当者の指定をして知的財産権管理業務を担当させるか、または専門機関に知的財産権

事務の管理を委託することを奨励する。 

研究開発に従事する企業・事業単位は、発明報告制度の創設または発明者と約定を交わすこと

により、発明完成後の事業体と発明者の間の権利、義務と責任を明確にし、速やかに発明の権益

帰属を確定しなければならない。 

研究開発に従事する企業・事業単位は、職務発明の奨励・報酬制度を創設するか、または発明

者と奨励・報酬について約定しなければならない。 

事業体は、前記制度を創設するにあたって、関係者からの意見及び提案を十分に聴取して採り

入れ、研究開発者とその他の関係者に対し発明報告制度と奨励・報酬制度を公開しなければなら

ない。 
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第二章 発明の権利帰属 

 

第七条 下記の発明は職務発明にあたる。 

（一）自己の職務の作業中に完成した発明。 

（二）事業体から職務任務以外に割り当てられた任務を履行することで完成した発明。 

（三）以前に属した事業体を退職した後、転任により離れた後、または労働、人事関係が終了し

た後の１年以内に完成した、以前に属した事業体で担当した職務業務または以前に属した事業体

から割り当てられた任務と関わりのある発明。ただし、国が植物新品種について別途規定してい

る場合は、当該規定に適用する。 

（四）自らが属する事業体の資金、設備、部品、原材料、繁殖材料または外部に公開していない

技術資料などの物質・技術条件を主に利用して完成した発明。ただし、資金の返還もしくは使用

費の支払いを約定していた場合、または、完成後に、単に事業体の物質的・技術的条件を利用し

て検証もしくはテストをした場合を除く。 

 

第八条 職務発明について、事業体は知的財産権を出願する権利、技術秘密として保護もしくは

公開する権利を有し、発明者は氏名表示権及び奨励、報酬を得る権利を有する。 

 非職務発明について、発明者は氏名表示権と知的財産権を出願する権利または技術秘密として

保護もしくは公開する権利を有する。 

 

第九条 事業体は、事業体の物質・技術条件を利用して完成した発明の権利帰属について、法に

より制定された規則制度において規定するか、または発明者と約定することができる。発明者と

約定しておらず、規則制度にも規定していない場合、本章の規定を適用する。 

 

第三章 発明の報告と知的財産権の出願 

 

第十条 事業体が発明者と別途約定を有する場合、または法に基づき制定した規則制度における

別途規定を有する場合を除き、発明者は、事業体の業務に関わる発明を完成した後、発明の完成

日から２ヶ月以内に事業体に対し当該発明について報告しなければならない。 

発明が二人以上の発明者によって完成された場合、発明者全員または発明者代表が事業体に報

告し、発明者代表が提出する発明報告は全体発明者の同意を得なければならない。 

 

第十一条 事業体が発明者と別途約定を要する場合、または法に基づき制定した規則制度におけ

る別途規定を有する場合を除き、発明報告書は、下記の内容を含まなければならない。 

（一）発明者全員の氏名 

（二）発明の名称と内容 

（三）発明が職務発明または非職務発明のいずれに属するのか及びその理由。 

（四）事業体または発明者が説明を必要とするその他の事項 
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第十二条 事業体が別途約定を有する場合、または法に基づき制定した規則制度における別途規

定を有する場合を除き、発明者は、その報告した発明が非職務発明にあたると主張する場合、事

業体は、本条例第十一条の規定を満たす報告書を受け取った日から２ヶ月以内に書面で回答しな

ければならない。事業体が前記期限内に回答しなかった場合、発明者の意見に同意したものとみ

なされる。 

事業体は、回答書面において、報告された非職務発明が職務発明にあたると主張する場合、そ

の理由を説明しなければならない。 

発明者が、事業体の回答を受け取った日から２ヶ月以内に書面で反対意見を提出した場合、双

方は、本条例第四十条の規定に基づき紛争を解決することができる。反対意見が提出されなかっ

た場合、事業体の意見に同意したものとみなされる。 

 

第十三条 事業体が別途約定を有する場合、または法に基づき制定した規則制度における別途規

定を有する場合を除き、発明者が、その報告した発明が職務発明にあたると主張した場合、事業

体は、本条例第十一条の規定を満たす報告書を受け取った日から６ヶ月以内に、国内において知

的財産権を出願するか、技術秘密として保護または公開するか否かを決定し、決定内容を書面で

発明者に通知しなければならない。 

  

第十四条 事業体が職務発明について知的財産権を出願する場合、提出予定の出願書類について

発明者の意見を求めることができる。発明者は、事業体による知的財産権の出願に積極的に協力

しなければならない。 

 知的財産権の出願過程において、発明者は、出願の進捗状況について事業体に問い合わせる権

利を有する。 

 

第十五条 事業体は、職務発明の知的財産権出願手続きの停止、または職務発明の知的財産権の

放棄をしようとする場合、事前に発明者に通知しなければならない。発明者は、事業体との協議

を通じて、当該職務発明の知的財産権出願または知的財産権を取得することができる。発明者が

協議を通じて、前記権利を取得した場合、事業体は、権利の移譲手続きに協力しなければならな

い。 

発明者が、前項の規定に基づいて無償で関連する権利を取得した場合、事業体は、無償で当該

職務発明またはその知的財産権を実施する権利を享有する。 

 

第十六条 発明者は、自ら完成させた職務発明について秘密保持義務を負い、事業体の同意を得

ずに当該発明を公開したり、無断で知的財産権の出願をしたり、または第三者に譲渡したりして

はならない。 

事業体は、報告された非職務発明について秘密保持義務を負い、発明者の同意を得ずに当該発

明を公開したり、自己の名義で知的財産権を出願したり、または第三者に譲渡したりしてはなら

ない。 

 

第四章 職務発明の奨励と報酬 
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第十七条 事業体は、職務発明について知的財産権を取得した場合、速やかに発明者に奨励を与

えなければならない。 

事業体は、知的財産権を取得した職務発明を譲渡する場合、他人にその実施を許諾する場合、

または自ら実施する場合、当該発明によって得られた経済的利益、発明者の貢献度等に基づいて、

速やかに発明者に合理的な報酬を与えなければならない。 

 

第十八条 事業体は、奨励、報酬を与えるプロセス、方式及び金額について、事業体が法に基づ

いて制定した規則制度に規定するか、または発明者と約定することができる。当該規則制度また

は約定は、発明者が有する権利、救済請求の手段を明確にし、かつ本条例第十九条及び第二十二

条の規定を満たすものでなければならない。 

 発明者が本条例に基づいて享有する権利を取り消す、または前記権利の享有もしくは行使に不

合理な条件を付け加えるような如何なる約定もしくは規定は、無効とする。 

 

第十九条 事業体は、職務発明者に奨励及び報酬を与える方式及び金額を確定する際に、職務発

明者の意見を聞かなければならない。 

 

第二十条 事業体が、職務発明者の奨励について、発明者と約定しておらず、法に基づいて制定

した規則制度にも規定していない場合、発明専利権または植物新品種権を得た職務発明について、

発明者全員に与えられる奨励金の総額は、最低でも当該事業体の在職従業員の平均月給の２倍を

下回ってはならない。その他の知的財産権を取得した職務発明について、発明者全員に与えられ

る奨励金の総額は、最低でも当該事業体の在職従業員の平均月給を下回ってはならない。 

 

第二十一条 事業体が、職務発明者の報酬について、発明者と約定しておらず、法に基づいて制

定した規則制度にも規定していない場合、事業体が知的財産権を取得した職務発明を実施した後

は、関係するすべての知的財産権の発明者全員に対し、以下に掲げる方式のいずれか一つによっ

て、報酬を与えなければならない。 

（一）知的財産権の存続期間中、毎年の発明専利または植物新品種の実施による営業利益の５％

を下回らない額。その他の知的財産権を実施する場合、その営業利益の３％を下回らない額。 

（二）知的財産権の存続期間中、毎年の発明専利または植物新品種の実施による販売収入の０.

５％を下回らない額。その他の知的財産権を実施する場合、その販売収入の０.３％を下回らない

額。 

（三）知的財産権の存続期間中、前二号で計算した金額を参考に、発明者個人の月平均給与の合

理的な倍数をもって、毎年受け取るべき報酬金額を確定。 

（四）第一号、第二号で計算した金額の合理的な倍数を参考に、発明者に一括で支給する報酬の

金額を確定。 

前記報酬の累計は、当該知的財産権の実施による累計営業利益の５０％を超えないものとする。 

事業体が、職務発明者の報酬について、発明者と約定しておらず、法に基づいて制定した規則

制度にも規定していない場合、事業体が知的財産権を譲渡または他人にその実施を許諾した後は、
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譲渡または許諾により取得した収入の２０％を下回らない額を報酬として発明者に与えなければ

ならない。 

 

第二十二条 事業体が職務発明の報酬金額を確定するにあたっては、各職務発明の製品全体また

は製法全体に対する経済的貢献、及び各職務発明者の各職務発明に対する貢献等の要素を考慮し

なければならない。 

 

第二十三条 事業体が発明者と約定しておらず、法に基づいて制定した規則制度においても奨励、

報酬支払い期限を規定していない場合、事業体は、知的財産権を取得した日から３ヶ月以内に奨

励金を支給しなければならない。職務発明の知的財産権を譲渡または他人にその実施を許諾した

場合、その許諾料または譲渡の対価を受け取ってから３ヶ月以内に報酬を支払わなければならな

い。事業体が自ら職務発明を実施し、かつ現金で毎年報酬を支払う場合、各会計年度の終了後３

ヶ月以内に報酬を支払わなければならない。持株の形式で報酬を支払う場合、事業体は法律法規

と事業体の規則制度の規定により配当を行わなければならない。 

 

第二十四条 専利、植物新品種、集積回路配置図設計として出願可能な知的創造の成果について、

事業体が技術秘密として保護することを決定した場合、当該技術秘密の事業体の経済利益に対す

る貢献及び発明者との約定、あるいは、本章の規定を参考にして、発明者に合理的な補償を支給

しなければならない。 

 

第二十五条 発明者と事業体との労働、人事関係が終了した場合、終了前に完成された事業体の

業務と関係する発明について、発明者は、本条例第十条、第十四条、第十六条に規定される義務

を引き続き履行しなければならず、引き続き氏名表示権と奨励報酬取得権を享有する。 

 発明者が死亡した場合は、その相続人または受遺者が、奨励及び報酬を取得する権利を承継す

る権利を享有する。 

 

第二十六条 事業体と発明者とが別途約定を有するか、または法に基づいて制定した規則制度中

に別途規定がある場合を除き、職務発明が得た知的財産権が法に基づき無効宣告または取消しを

された場合、無効宣告または取消しの決定が発効する前に発明者が既に取得した奨励及び報酬に

は遡及しない。 

 

第二十七条 企業が職務発明者に支給する奨励金及び報酬は、関連規定に基づいて企業従業員の

給与として企業コスト費用に計上することができる。その他の事業体が発明者に支給する奨励金

及び報酬は、関連規定に基づいて支出に計上する。 

 

第五章 職務発明の知的財産権の運用実施の促進 

 

第二十八条 国家が設立した研究開発機構、大学が、職務発明について知的財産権を取得した後

の合理的な期限内において、当該発明を自ら実施することも、実施に必要な準備もしておらず、
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また譲渡や他人への実施許諾もしていない場合、発明者は、職務発明の権利帰属を変更しない前

提で、事業体との協議に基づき当該知的財産権を自ら実施するか、または他人に当該知的財産権

の実施を許諾することができ、かつ協議に基づいて相応の利益を得ることができる。 

 

第二十九条 事業体が職務発明及びその知的財産権を実施することの実用化により取得した収益

及び発明者が獲得した奨励、報酬に対して、国の関連規定に基づいて、税制上の優遇措置が適用

される。 

 

第三十条 国の関連主管部門は、事業体の知的財産権管理を審査または評定基準とする政策や措

置を制定する際に、事業体の職務発明制度履行状況を審査または評定の要素としなければならな

い。 

事業体による職務発明制度の履行状況は、その責任者の業績評価の対象としなければならない。 

 

第三十一条 国は、基金を設立し、財政資金を利用して設立した科学技術基金プロジェクト及び

科学技術計画プロジェクトの成果である職務発明の運用、実施を促進する。 

 

第六章 監督検査と法的責任 

 

第三十二条 監督管理部門は、当事者の請求または通報情報に基づき、事業体による職務発明制

度の履行状況について監督検査を行う。 

監督管理部門は、監督検査を行う際に、職務発明に関する労働契約、規則制度等の資料を閲覧

し、関連当事者に質問する権利を有する。事業体と発明者は、事実のとおりに関連資料を提供し、

関連状況を説明しなければならない。 

 

第三十三条 監督管理部門は、監督検査を実施する際に、証明書を提示し、法に基づいて職権を

行使し、監督検査の過程で知り得た営業秘密を保持しなければならない。 

監督検査により、事業体が法に基づいて職務発明制度を実施していないことが判明した場合、

監督管理部門は、期限内に改善するよう命ずるとともに、警告を与えることができる。 

 

第三十四条 発明者が本条例の規定に違反し、職務発明についての知的財産権を出願した場合、

当該出願によって発生した権利は事業体が享有し、発明者が得た収益は全て事業体に返還しなけ

ればならない。 

事業体が本条例の規定に違反し、非職務発明についての知的財産権を出願した場合、当該出願

によって発生した権利は発明者が享有し、事業体が得た収益は全て発明者に返還しなければなら

ない。 

 

第三十五条 下記は、発明者の氏名表示権の侵害行為にあたる。 

（一）発明者の氏名表示を発明者にしていない場合 

（二）発明者でない者を発明者として氏名表示している場合 
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第三十六条 発明者は、その氏名表示権が侵害されたと判断した場合、県級人民政府の知的財産

権行政部門に処理を請求するか、または人民法院に起訴することができる。 

重大な影響を与えるような氏名表示権侵害案件については、県級以上人民政府の知的財産権行

政部門に処理を請求することができる。 

知的財産権行政部門または人民法院は、氏名表示権の侵害行為が成立すると認定した場合、侵

害者に対して侵害の停止、謝罪、損害賠償を命ずる。知的財産権授権機関または登録機関は、有

効な決定または判決に基づいて、関連文書に記載される発明者の氏名を是正し公告しなければな

らない。 

氏名表示権を２回以上侵害した場合、県級人民政府の知的財産権行政部門は、権利侵害者に５

千元以上５万元以下の罰金を科すとともに、権利侵害状況について報告する。 

 

第三十七条 いかなる組織または個人も、発明者の氏名表示権に対する侵害行為について、県級

人民政府の知的財産権行政部門に通報する権利を有し、通報を受理する部門は、これを速やかに

調査し、処理しなければならない。 

 

第三十八条 事業体の規則制度もしくは発明者との約定が本条例第十八条第一項の規定に適合し

ない場合、または本条例第十八条第二項の規定により無効と確認され、発明者に損失をもたらし

た場合には、事業体は賠償責任を負わなければならない。 

 

第三十九条 事業体が本条例に基づいて、発明者に対し速やかに十分な奨励と報酬を支給しない

場合、県級人民政府の知的財産権行政部門が改善を命ずる。発明者に損失をもたらした場合、賠

償責任を負わなければならない。 

 

第四十条 発明の権利帰属または奨励、報酬が原因で紛争が発生した場合、当事者による協議に

より解決する。協議で合意に達しなかった場合、当事者は県級以上人民政府の知的財産権行政部

門に調停を請求することもできれば、人民法院に起訴したり、法に基づき仲裁を申請したりする

こともできる。 

発明者と単位の間で職務発明報酬についての争議が発生した場合、事業体がそれを自ら実施し

たり、譲渡したり、または他人に実施を許諾したりして得た経済的利益について、挙証責任を負

わなければならない。 

 

第四十一条 発明について知的財産権を出願した後、当事者が当該発明の権利帰属について紛争

を起こした場合、知的財産権授権機関または登録機関は、当事者の請求に基づき、知的財産権の

関連手続きを中止することができる。 

権利帰属の紛争が解決された後、当事者は、有効な法律文書により知的財産権の関連手続きを

回復するよう請求することができる。 

 

第七章 付則 
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第四十二条 事業体と発明者は、発明の権利帰属、奨励報酬に関する規則制度または関連契約書

について、所在地の知的財産権行政部門に記録に載せるよう申請することができる。 

 

第四十三条 国防分野に係る職務発明については、本条例の規定を参照、適用する。 

 

第四十四条 本条例は 年 月 日より施行する。 

 


